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🔲今後の都市政策の方向性

【新型コロナ危機を契機とした変化】

○職住近接のニーズが高まり、働く場と居住の場の融合が起こっていく可能性 ○東京一極集中の是正が進みやすくなる可能性
○オフィス需要に変化の可能性。老朽中小ビルなどは余剰発生の可能性 ○ゆとりあるオープンスペースへのニーズの高まり

【新型コロナ危機を契機としたまちづくりの論点】

新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性１

【論点１】
都市（オフィス等の機能や生活圏）の今後のあり方と新しい政策の方向性

○様々なニーズ、変化、リスクに対応できる柔軟性・冗長性を備えた都市であることが求められる。
○リアルの場ならではの文化、食等を提供する場として国際競争力を高める必要。
○老朽ストックのサテライトオフィス等へのリニューアルや、ゆとり空間や高性能な換気機能を備えた良質なオフィス
の提供の促進が重要。

【論点３】
オープンスペースの今後のあり方と新しい政策の方向性

○グリーンインフラとしての効果を戦略的に高めていくことが必要。
○ウォーカブルな空間とオープンスペースを組み合わせてネットワークを形成することが重要。
○まちに存在する様々な緑とオープンスペースについて、柔軟に活用することが必要。
○災害・感染症等のリスクに対応するためにも、いざというときに利用できる緑とオープンスペースの整備が重要。
○イベントだけでなく、比較的長期にわたる日常的な活用（例：オープンテラスの設置）など、柔軟かつ多様なオープ
ンスペースの活用の試行、これを支える人材育成、ノウハウの展開等が必要。

【論点４】
データ・新技術等を活用したまちづくりの今後のあり方と新しい政策の方向性

○市民生活、都市活動等の面でのデータ・新技術等の活用に向けた取組をペースアップさせる必要。
○過密対策等には、パーソナルデータ等の活用が重要。市民等の理解を得つつ、市民主体のデータ・新技術等を活用し
た取組を推進する必要。

【論点２】
都市交通（ネットワーク）の今後のあり方と新しい政策の方向性

○まちづくりと一体となった総合的な交通戦略を推進する必要。
○公共交通だけでなく、多様な移動手段の確保や自転車が利用しやすい環境整備が必要。
○駅周辺に生活に必要な都市機能を集積させ、安全性・快適性・利便性を備えた「駅まち」空間の一体的な整備も必要。
○適切な密度の確保等新しい街路空間の考え方の導入が必要。

【論点５】
複合災害への対応等を踏まえた事前防災まちづくりの新しい政策の方向性

○避難所の過密を避けるため、公的避難所以外の公共施設、民間施設、ゆとり空間など多様な避難環境の確保が必要。
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出典：「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性」（論点整理）（国土交通省都市局 令和２年８月）

▲開放的な駅広空間 ▲エンタメ

▲サテライトオフィス ▲子育て施設の充実

▲ゆとりある良質なオフィス ▲身近なオープンスペース

▲ウォーカブルな歩行空間 ▲シェアサイクル

都市の持つ集積のメリットは活かしつつ、「三つの密」の回避、
感染拡大防止と社会経済活動の両立を図る新しいまちづくりが必要



🔲駅まちデザイン検討会（令和2年9月設置 国土交通省都市局）
●目的
・駅まち空間を再構築する際に留意すべき事項や関係者の役割分担（制度設計、管理運営等）
などについて、『駅まちデザインの手引き』としてとりまとめるため、検討会で議論
・駅まち再構築の促進に資する新たな制度に係る提言を合わせて議論

※駅まちデザインの手引き
➢構想計画から整備を経て管理運用に至る各段階において、関係者（地方自治体・交通事業者・
開発事業者など）が考慮すべき要素や視点を記載したガイドライン
➢合意形成の進め方や、活用可能な支援制度等についてもフォロー

構成（案）

🔲都市づくりのグランドデザイン（平成29年9月 東京都）

駅まち空間２
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出典：都市づくりのグランドデザイン 出典：第１回、第３回駅まちデザイン検討会

第１回 （９月１６日） ・趣旨説明
・委員からの発表（岸井委員、森本委員）
・テーマ別検討 １．駅まち再構築の必要性と意義について

２．駅まちデザインの方向性について

第２回 （１０月２９日） ・委員からの発表（村山委員、三浦委員）
・駅まちデザインで考慮すべき内容の検討

第３回 （１２月１８日） ・駅まちデザインの手引き［素案］の審議

第４回 （２月下旬～３月上旬） ・駅まちデザインの手引き［案］の審議

検討状況の中間報告の公表

第５回～ 令和３年夏 ・駅まちデザインの手引き［案］の審議

意見がまとまり次第、令和３年夏目途に『駅まちデザインの手引き』として、検討会名で公表



🔲スマートシティの実現に向けて【中間とりまとめ】
（平成30年８月国土交通省）

🔲「未来の東京」戦略ビジョン（令和元年12月東京都）

戦略10 スマート東京・TOKYO Data Highway戦略
〇21世紀の基幹的公共インフラである「電波の道（ＴＤＨ）」を民間と都の最強タッ
グで構築し、「つながる東京」を実現

• アンテナ基地局設置への都保有アセット開放とワンストップ窓口設置による利用
手続の簡素化

• ＴＤＨ重点整備エリアの設定
• 都自ら５Ｇ/ＩＣＴ施策を展開し、都民のＱＯＬ（Quality of Life）をアップデート
○５Ｇと先端技術を活用した分野横断的なサービスの都市実装を、特定エリア、都内
全域、全国へとホップ、ステップ、ジャンプで展開し、長期的には、６Ｇ、７Ｇ等の
未来の通信規格で東京が世界をリード

スマートシティに向けた取組み３
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🔲 官民ITS連携・ロードマップ2020
（令和2年7月 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・ 官民データ活用推進戦略会議 ）

🔲 自動運転社会を見据えた都市づくりのあり方検討会

（令和元年11月設置 東京都 都市整備局）

🔲 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会
（平成29年11月設置 国土交通省 都市局）

自動運転技術４
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※

●都市交通施設のあり方【街路空間】

●参考：海外の取組【アメリカ NACTO BLUEPRINT 2nd Edition（2019年9月）】

出典：第３回自動運転社会を見据えた都市づくりのあり方検討会

出典：平成30年度第2回都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会

出典：令和元年度第1回都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会

１多様な交通モードの充実によるコンパクトでスマートな都市の実現
♦検討の方向性
①主要な拠点における都市機能の集約化に伴い、バス・タクシー等の既存サービスと新たな交通サービスを駆使して、地域公共
交通の再編による利便性向上を図る。
②自動運転技 術やIoTを活用して地域内の物流効率化を目指す。

③西多摩、島しょ等においては、地域ニーズに応えられる新たなモビリティを活用した交通サービスを整備する。

２鉄道ストックを基軸とし、新たなモビリティやMaaSなどの先端技術を活用したスムーズな
移動の実現

♦検討の方向性
①主要な駅を中心として、CASE※やMaaS、新たなモビリティ等の普及を見込んだ駅まち空間の再構築を行う。
※Connected（接続）、Autonomous（自立走行）、Shared（共有）、Electric（電動）の略

②駐車場やバス・タクシーの待機スペースの合理化とICTを用いた流入制御により、利用しやすい駅前広場を整備する。
③５Ｇを活用した交通信号機の高度化等、先端技術を取り込んだ交通安全施設の社会実装を目指す。

３道路空間の再配分により、車と人の適切な分担や中心部の賑わい空間創出の実現
♦検討の方向性
①道路空間のリメイクにより、中心部では歩行者や自転車が通りやすく賑わいを生み出す空間として整備する。
②道路ネットワークの整備と自動運転車の普及により余裕の生じた車道部分に自転車通行空間を新たに整備して利用促進を図る。
③カーブサイド（路肩側の車道空間）の利活用を見直し、昼間は人の移動、夜間は配送や車両待機等に活用するなど、道路空間の
稼働率を向上させる。

４ポストコロナを見据えた新しい日常が定着したまちづくりの実現
♦検討の方向性
①職住近接に対応するとともに、安全性・快適性・利便性を備えた駅まち空間の一体的な整備を行う。
②自転車、歩行者の利用増加を見込み、自転車通行空間や歩行者空間の整備（新設、拡幅等）、駐輪場の整備（シェアサイクル
ポート含む）を行う。
③通勤・通学手段として自転車等の活用を図る。
④ICTを活用し、バス等の混雑状況のリアルタイム情報や予測情報等を提供して混雑の見える化を推進する。

目指すべき東京の将来像と検討の進め方

自動運転システムの市場化・サービス実現のシナリオ


